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ネットゼロに向けた競争において、中国ほど注目されている国はありません。中国が海外の新規石炭発電所への資金提供を停止する
計画であることをメディアが報じたことは、気候変動政策に関する発表のひとつひとつが細かくチェックされ、議論されていることを示してい
ます。

その理由は簡単です。世界の二酸化炭素排出量削減のために、世界は中国の助けを必要としているからです。中国は最大の排出
国であり、米国、欧州連合(EU)と英国、インド、ロシア、日本と続いています。重要なのは、中国が短期間で最大の排出国になったこ
とです。

1990年代初頭、先進国の大部分が排出量のピークに達していたのに対し、中国は、図表1が示すように、工業化への新たな道を歩
み始め、経済を急速に成長させ、その過程でより多くの炭素を排出しました。例えば、1990年以降、米国の排出量はほぼ横ばいで、
EUの排出量は減少していますが、下の図を見ると、中国の排出量は4倍になっています。
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最終ページの「本資料に関するご留意事項」を必ずご覧ください。

ネットゼロに向けてやるべきことが多く、時間もない中国は、気候変動政策におけ
る世界的リーダーの一人になるかもしれません。

アナスタシア・ペトラーキ
ポリシー・リサーチ ヘッド

出所：Climate Watch Historical GHG Emissions, 2021. 
Washington,DC; World Resources Institute. Available 
online at: https://www.climatewatchdata.org/ghg-
emissions.

(図表1)炭素排出量の多い国々

1990年から2018年の二酸化炭素排出量の推移 1960年から2018年の排出量と経済成長

出所：The World Bank. Information as at September 
2021.
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2020年9月に中国が発表した「2060年までに炭素排出量をネットゼロにする」という目標は、その当時米国やオーストラリアなどの他の
主要国が同等の目標を設定していなかったこともあり、一部の人々を驚かせました。また、2050年までのネットゼロ達成を目指すEUな
どの他の地域に比べて、中国が10年の猶予を与えていることへの批判もありました。

このようなネットゼロの議論では、2つの重要なポイントが欠けています。

1つ目は、各国が生産ベースの排出量を測定し、それに基づいて目標を設定していることです。しかし、もうひとつの見方として、消費ベ
ースの排出量があります。これは、貿易分が調整された排出量です。つまり、ある製品が他国に輸出された場合、その製品の生産に伴
う排出量は輸入国の排出量にカウントされるということです。

中国は純輸出国であるため、消費ベースの排出量は生産ベースの排出量よりも少なくなっています（図表2ご参照）。つまり、中国の
排出量は中国製品を輸入している国の消費に結びついており、排出量削減の負担はその国の消費者にも及ぶことになるのです。

最終ページの「本資料に関するご留意事項」を必ずご覧ください。

出所：Our World in Data based on the Global Carbon Project
OurWorldInData.org/co2-and-other-greenhouse-gas-emissions/・CC BY

(図表2)貿易に組み込まれた二酸化炭素排出量の割合

国内での生産による排出量に対する、輸出または輸入の排出量の割合として測定。正の値（赤）は、二酸化炭素の純輸入国で
あることを示しています（例：「20％」は、国内排出量の20％に相当する二酸化炭素を輸入していることを意味します）。負の値
は、二酸化炭素の純輸出国を示しています。
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2つ目は、あまり取り上げられていませんが、中国のネットゼロ目標が実際にどれほど野心的なものかという点です。

EUのような他の地域は1990年に排出量のピークを迎えましたが、中国はまだピークを迎えておらず、2030年にピ
ークを迎える予定です。中国の2030年のピーク排出量は、英国を含むEUのピーク排出量の2〜3倍になると思
われます。

これは、中国がEUの半分の期間でネットゼロへ移行しなければならず、また、2倍以上の削減を実施しなければ
ならないことを意味します。また、中国は米国に比べて移行までの期間が15年短くなると言われています。

中国は、ネットゼロまでの道のりが長く一方で時間はないことから、グリーン政策やサステナブル・ファイナンスの面で、
最も急進的で政策介入の多い変化が予想されます。

この移行は、製造業の大幅な縮小や、石炭からの移行が急速に進むことになるエネルギーミックスの大幅な変更
など、中国経済の構造的変化が起こることを意味しています。ボストン・コンサルティング・グループの試算によると、
この移行にかかるコストは、2050年までに約13.5兆ドルから15兆ドルで、これは2020年から2050年までの中国
の累積GDPの約2％に相当します。

このように、ネットゼロに向けた競争ではEUがリードしていると思われがちですが、最も急進的な行動を起こすのは

中国かもしれません。実際、中国は今後数十年の間に、気候変動政策における世界的なリーダーの一人となる
可能性があります。

中国の移行が成功すれば、インドやロシアなどの他の新興市場国にもその可能性を示すことができるでしょう。

国 排出量のピーク年 排出量目標
排出量目標
の達成年

ピークからゼロま
での年数

削減の道のり
(二酸化炭素換
算(トン))

中国 2030年予定 ネットゼロ 2060年 30年 11,705.8

米国 2005年 ネットゼロ 2050年 45年 6,401.1

EU 1990年 ネットゼロ 2050年 60年 4,279.2

英国 1990年 ネットゼロ 2050年 60年 746.4

インド
未だピークには達し
ておらず、不明

2030年：2005年と比
べ33-35%削減

2030年 - 1,305.3

ロシア 1990年
2030年：1990年と比
べ30%削減

2030年 - 2,019.6

日本 2013年 ネットゼロ 2050年 37年 1,289
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最終ページの「本資料に関するご留意事項」を必ずご覧ください。

出所：Schroders, Reuters, Climate Watch Data, Climate Action Tracker. Information as at August 2021.

(図表3)ネットゼロまでの道のり
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